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公益財団法人佐々木研究所 2020年度事業報告書 

 

Ⅰ．2020 年度の主要な活動状況報告 

 

総括 

2020 年度は、公益財団法人移行後 9 年目の年に当たり、引き続き、創立時の理念と

伝統を活かした医学研究財団としての活動を行った。 

1882 年に佐々木東洋が杏雲堂病院創立時に掲げた「医学の進歩に寄与し、医業を以

って社会に貢献する」という理念の下にそれ以降長きに亘り、研究と医療の一体化推進

を実践してきた。2 代目院長の佐々木政吉は 1894 年、私邸に研究所を建設し今日の研

究所の基礎を築いた。3 代目院長の佐々木隆興は 1939 年に研究所を財団法人化し、初

代理事長として杏雲堂病院をその附属病院として公益的な組織とした。これにより研

究・医療機関としての経営基盤が確立された。2012 年 4 月には、内閣府から公益財団

法人として認定を受け、公益性の高い研究・医療を推進している。現在、附属佐々木研

究所、附属杏雲堂病院および附属湘南健診センターの 3 事業所において、公益目的に沿

い臨床と一体となった研究活動を行っている。 

しかしながら、日本全体に蔓延した新型コロナの影響は、当法人の活動全体に大きな

影響を及ぼし、附属研究所、附属杏雲堂病院、附属湘南健診センターは活動の縮小を余

儀なくされ、予算が未達となった。収益事業のみがコロナ禍の影響が限定的で予算を達

成した。 

当法人全体の 2020 年度の収益は 5,604 百万円となり、前年度比 50 百万円の増収、

予算比では 564 百万円の減収であった。一方で、法人全体の費用は 5,405 百万円で前

年度比 115 百万円の減少、予算比 563 百万円の減少であった。また法人全体の当期正

味財産増減額は 106 百万円であり、前年度比 111 百万円増、予算比 37 百万円増の決算

となった。 

 

１．各事業所の概況  

（１）附属佐々木研究所 

がんを中心とした疾病に関する基礎研究を、2020 年度は腫瘍細胞研究部（インター

ラクトーム研究）、ペプチドミクス研究部（プロテオミクス研究）、腫瘍ゲノム研究部（ゲ

ノム研究）の 3 研究部体制で臨んだ。附属研究所の収益は大口の寄付があったことから

39 百万円となり、予算比 37 百万円の増収、費用は 132 百万円で予算比では 44 百万円

の減少、税引前損益は△93 百万円、予算比で 81 百万円の支出減となった。 

（２）附属杏雲堂病院 

医師ならびに看護師等医療従事者が、公益目的事業の研究事業を進めている。また医

療活動に関しては、従来から「神田駿河台で 138 年、地域とともに杏雲堂」と「このが



2 

 

んなら杏雲堂病院」をキャッチフレーズのもと病院運営に取り組んできているが、2020

年度も引き続きこれを掲げて医療を提供してきた。また日本大学病院・東京医科歯科大

学病院・東京大学病院・東京医科大学病院・東京慈恵会医科大学附属病院と連携協力を

行い、患者さんの獲得に努めた。 

しかし、新型コロナ感染症蔓延の影響を大きく受け、入院患者数・外来患者数・病床

稼動率は、前年度比でそれぞれ年間延べ 8,449 人減、年間延べ 4,786 人減、11.5%減と

なった。この状況から 2020 年度の収益は 3,914 百万円、費用は 4,370 百万円、税引前

損益は△456 百万円、予算比 146 百万円減となり、前年に引き続き、大幅な赤字運営と

なった。 

（３）附属湘南健診センター 

公益目的事業の一つである予防医学的研究事業を中心に研究事業を進めており、学会

等への研究発表も実施した。健診事業に関しては、コロナ禍により一時休業も余儀なく

され、年間受診者総数は 12,180 人で前年度比 3,566 人の減少、収益は前年比 65 百万

円減の 333 百万円となり、赤字運営となった。 

（４）収益事業 

杏雲ビルは 2020 年度は年間を通じて稼働率 100％を維持し、収益は 1,314 百万円と

予算比 79 百万円の増収、税引前損益 906 百万円と予算比 100 百万円の増益となった。 

 

２．その他 

2020 年度末には、理事 14 名（うち理事長 1 名、常務理事 3 名）、監事 2 名、評議員

13 名の体制であった。経営に関する会議としては、定例理事会 4 回、臨時理事会 1 回、

評議員会 2 回、経営会議 24 回を開催した。 

 

３．対処すべき課題 

（１）財務基盤の強化 

医学研究を遂行し、医療事業を軌道に乗せるためには、安定した財務基盤構築が重要

である。そのためには、各事業所において事業の抜本的な見直し、選択と集中、コスト

コントロールを推進していくことが不可欠である。財団全体の継続と財務基盤強化のた

めには中期的な経営計画の策定と実行が前提となるため、2021 年度中に「中期経営計

画」を完成させる。一方、病院、杏雲ビルともに老朽化が進んでおり、長期的な視点に

立った修繕計画の策定と重点投資実行が必要であるが、2022 年度からは策定した「中

期経営計画」に基づいたビルの修繕と重点投資を実行する。 

（２）医学研究の推進 

附属研究所では研究部による基礎研究の体制を構築し、研究活動を活発化してきた。

また杏雲堂病院においても従来から臨床研究を継続し、臨床研究と基礎研究が一体とな

った研究体制が構築できている。今後も真の医学研究機関として研究活動に従事すると
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共に国内外に研究成果を発表していく。 

今後は研究成果の公表にとどまらず、積極的に外部資金の確保にもチャレンジしてい

く。 

（３）人材の活用・育成 

杏雲堂病院をはじめ当法人の活性化のためには、職場で働く人材の活用が必須である。 

2020 年度の冬季賞与からは新しい評価制度に基づき評価を実施し、適正な成果の分配

を行っている。2021 年 4 月の定期昇給についても個人別評価を反映させることとし、

新人事制度の定着を図る。また、職員を各事業所の運営会議等に積極的に参画させるこ

とにより、情報の共有化と各事業所間の連携強化による業務改善を図る。これらを通し

て、職員一人一人に自らの業務に対して当事者意識を持たせ、自ら考える組織の構築と

人材の育成を目指すこととする。 

（４）公益性の確保 

2021 年度も引き続き、研究を主体とする公益財団法人としての役割を果たすため、

コンプライアンス等、財団ガバナンスの強化、定着を図っていく。 

 

Ⅱ．研究事業活動 

 

１．研究事業概要 

公益財団法人佐々木研究所は、その定款に定める「がんその他の疾患の予防・診断・

治療の研究開発を行い、医学の進歩ならびに人材の育成を図り、より良い医療の推進、

普及に努め、以って国民の健康増進に寄与することを目的とする」事業を、附属佐々木

研究所、附属杏雲堂病院、附属湘南健診センターを研究実施施設とする医学研究機関で

ある。 

（１）研究指針 

当研究所は、創設者佐々木隆興が、世界で初めて既知化学物質で実験動物内臓に人工

的がんを作ることに成功したのをはじめ、第 2代所長の吉田富三による吉田肉腫の発見

など動物実験を中心とするがん研究において新しい知見を創出し、医学に多大な貢献を

してきた長い歴史がある。その伝統を堅持し、臨床に根差した医学研究を行う。医療の

現場で診療にあたる医師、看護師、その他の医療従事者が、ひらめきを持って患者に資

する医学的問題を発掘し、その問題の解決を図り、医療に還元することが行うべき公益

目的事業である。提起された医学研究課題に対して、実験を基盤とする基礎的解析で答

えを出す基礎研究を附属研究所が行い、医療情報を基盤とする臨床的解析で答えを出す

臨床研究を附属病院ならびに附属健診センターが行う。臨床研究において実験が必要な

場合には、附属研究所において研究部との連携のもと実験を行う。 

また、問題解決には、近隣の大学を含め他の医学研究機関との共同研究の実施及び大

学研究施設の利用等を図る。 
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（２）研究体制 

 附属研究所ではがんを中心とした疾病に関する基礎研究を行う。2020 年度は、ゲノ

ム、インターラクトーム、プロテオームの 3 学問領域に立脚した 3研究部において研究

が遂行された。各研究部は主任研究員（Principal Investigator、PI）を部長として、

研究員 2名、研究助手 1名の構成を目指している。 

附属病院、附属健診センターでは、がんを中心とした疾病に関する臨床研究を行う。

各診療科の医師をはじめとする常勤の医療従事者を中心として研究を遂行する。臨床研

究において実験結果が必要な場合は、申請に基づき附属研究所に実験の場を提供する。 

（３）職員 

附属研究所職員は、所長 1名、PI（研究部部長）3名、研究員 3名、研究助手 2名が

基礎研究に従事した。また、研究事務室は、研究事務室長 1名、研究事務職員１名が研

究活動を支えた。 

附属杏雲堂病院では、2020 年度活動開始時点で、研究統括責任者の副院長をはじめ

とする常勤医師 25 名を中心とした医療従事者合計 35 名の医療従事者が臨床研究を遂

行した。また、湘南健診センターでは、センター長を研究統括責任者として 5名の医療

従事者が臨床研究を遂行した。 

 

（４）公益目的事業 

上記、研究指針ならびに研究体制の下で行う公益目的事業は以下の 4事業である。 

１．がんその他の疾患に関する研究事業  

２．患者の生活の質の維持・向上に資する治療法の研究事業  

３．がんその他の疾患に関する予防医学的研究事業  

４．臨床研究者の育成を図る事業  

 

（５）附属研究所の取り組み 

附属研究所は、この法人の理念「患者に役立つ研究とその支援を行い、医学・医療

の進歩に寄与する」に基づき基礎研究を遂行する。当研究所は、他の研究機関では行

われていない観点からの研究への取り組みがあってはじめて存在意義がある。 

公益目的事業のうち、「がんその他の疾患に関する研究事業」、「臨床研究者の育成を

図る事業」を附属研究所が行う。 

がん研究に関しては、「がんとの共存を目指す」視点での研究を行う。がんは DNAの病

気である。人が生きている以上 DNA に変異が生じることは必然であり、がんの発生は避

けることが難しい。がんは様々な変異が蓄積した細胞クローンの集合である。この多様

性が原因で、治療後、残存するがん細胞、がん幹細胞、転移したがん細胞等の再増殖が大

きな問題である。がん再発までの期間は、数カ月から数十年と様々である。がん細胞の再

増殖開始をできるだけ遅くすることで、休止期のがんと共存し、がんでは死なない工夫
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の研究が一つの重要な方向と考える。がんと共存しながらがんでは死なない社会の実現

を目指す。 

2020年度は、この研究課題に対する取り組みとして、腫瘍細胞研究部（インターラク

トーム研究）、ペプチドミクス研究部（プロテオミクス研究）、腫瘍ゲノム研究部（ゲノ

ム研究）の 3研究部体制で臨んだ。 

研究の方向性、研究遂行の妥当性、研究の進捗状況等への助言提案を求めて、外部専

門家委員 3 名で構成される研究評価委員会を設置し、12 月に開催した。この委員会の

設置と同時に、内部評価委員で構成される研究者評価委員会を設置した。研究評価委員

会の評価結果を基盤に PIの評価、PIによる評価と自己評価を基盤に研究員および研究

助手の評価を行った。 

研究所運営は、月１回開催される研究統括管理会議にて、方針、方向性に関わる諸問

題を検討し、同じく月 1回開催される研究所運営会議において、具体的な案件への対応

を検討し、研究促進を図った。 

当財団の施設として、研究所地下 1階の動物実験施設整備が完了しているが、稼働は

次年度以降の予定である。2017 年度、研究所地下 2 階に動物実験施設で飼育したマウ

ス、ラットの解析を行う動物実験室を設置した。都心に位置する研究所として、バイオ

セイフティーの観点から厳重に管理された実験区域の確保を念頭に置く。 

研究活動は、「人を対象とする医学系研究に関する指針」に則した倫理規程、研究活

動の不正行為に対する取組に関する規程、他の研究機関との共同研究に対応するための

規程等、当法人の定める規程に準拠して行った。 

研究の遂行は、年度予算の事業活動費を基盤とした。更なる研究活動発展のための研

究費として、科学研究助成事業公募等への応募による競争的資金の獲得を行った。また、

がん研究推進のため、「佐々木隆興・吉田富三がん研究基金」（略称：がん研究基金）へ

の寄附を広く募った。 

 

（６）附属杏雲堂病院の取り組み 

公益目的事業の研究事業 4 項目の全てに関して、臨床の場における問題に対し、臨床

情報に基づき答えを出す臨床研究を行った。2020 年度は、内科・リウマチ科、呼吸器

内科、消化器・肝臓内科、腫瘍内科、消化器外科、婦人科、乳腺外科、病理診断科の各

部長、科長を中心とした常勤医師をはじめ医療従事者が研究を遂行した。 

 

（７）湘南健診センターの取り組み 

公益目的事業の研究事業 4 項目のうち「がんその他の疾患に関する予防医学的研究事

業」を、健常を主体とする健診情報に基づき答えを出す臨床研究を行った。 
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２．研究計画達成状況 

（１）がんその他の疾患に関する研究事業 

「がんとの共存を目指す」視点で研究を進め、がんでは死なない社会の実現を目指す。

疾患の理解、診断、治療に資する知見を得る目的で、胃がん、膵臓がん、子宮がん、大

腸がん、乳がんなどを対象とする課題に取り組んでいる。 

がん死の約 9割は転移によるものであるが、転移を標的とした有効ながん治療法は無

い。スキルス胃がんは、腹膜播種による腹腔内組織への転移が高頻度に起こる、本邦に

多い難治がんである。がん細胞が浸潤し転移する際に働く浸潤突起の形成機構と役割

の解明、スキルス胃がん腹膜播種の機序の解明を目的として研究を行った。 

浸潤突起に関しては、ハイスループットスクリーニング系を確立して阻害剤ライブラ

リーのスクリーニングを行った結果、いくつかの阻害剤が浸潤突起形成を抑制すること

を見出した。また阻害剤の標的分子の解析から、新規の浸潤突起制御分子を複数見出す

ことに成功した。 

スキルス胃がんに関しては、リン酸化プロテオミクス解析により同定した PLEKHA5の

機能解析を行った。PLEKHA5は Met依存的にチロシンリン酸化されること、その発現抑

制により Met遺伝子増幅を持つスキルス胃がん細胞の増殖、運動、浸潤、転移が抑制さ

れることを見いだした。従って、PLEKHA5はスキルス胃がんの新たな治療標的となるこ

とが示唆された。 

スキルス胃がんの腹膜播種には、間質線維芽細胞との直接的な相互作用が重要である。

その相互作用を評価するハイスループットスクリーニング系を開発し、両細胞間の接着

を阻害するモノクローナル抗体の作製に成功した。さらにその阻害抗体の抗原を同定し、

間質線維芽細胞との直接的な相互作用及びスキルス胃がんの腹膜播種に必要な分子で

あることを明らかにした。 

さらに RGBマーキング法を用いたマルチカラー蛍光イメージング解析により、スキル

ス胃がんの腹膜播種における腫瘍内クローン性と転移機序の解析を行った。その結果、

腹膜播種腫瘍がマルチクローナルに形成されること、スキルス胃がん細胞が腹腔内でク

ラスターを形成して転移することを明らかにした。さらに、このクラスター形成には腹

腔内での血液凝固系の活性化とフィブリン形成が重要であることを発見した。 

膵臓がんの 9 割を占める浸潤性膵管癌（以降は膵癌と略記）は、この 40 年で患者数

が 4 倍以上増加しているにもかかわらず治療成績が向上していない代表的な難治がん

である。早期発見・薬物送達研究の進展は重要であるが、それと並行して、治療に利用

可能な抗体の作製は膵癌の治療成績向上に貢献できるものと期待される。研究所では、

膵癌の腫瘍細胞に選択的に発現する膜タンパク質を対象に、膜タンパク質の細胞外での

特定箇所での切断現象に注目して以下の 2 つのメカニズムのうちいずれかを実現でき

る抗体の作製を目指している。具体的には、①切断されて細胞表面に残る部分に対する

抗体を作製し、抗体依存性細胞傷害を誘導するか、もしくは ②切断によって細胞増殖
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や生存にプラスのシグナルを送る特定の膜タンパク質に対し、その切断を抑制する機能

性抗体を作製し、その膜タンパク質の作用をブロックする。現在、受容体タンパク質な

どを中心に数種類の候補タンパク質を見出している。絞り込みの後に抗体作製に進む予

定である。 

候補膜タンパク質探索の基盤技術は質量分析を活用するペプチドミクスである。従来

の分析基盤は、液体クロマトグラフィ(LC)で分離した試料を質量分析計にオンライン接

続する LC-MS/MSが唯一であった。しかし、キャピラリー電気泳動法が LCを相補する手

段として有用であることをペプチドホルモン産生膵癌細胞株の事例で示し、プロセシン

グ酵素 furinの基質となりうる新しい分泌タンパク質を特定した。 

ペプチドミクスは新規生理活性ペプチドの探索に活用することが可能である。大阪大

学の宮崎純一教授が樹立したマウス膵臓由来β細胞株の報告論文で、細胞のペプチド発

現解析と探索の目的で、ペプチドの一斉解析を実施している。解析の途上で、β細胞よ

り分泌される微量のグルカゴンがグルコース応答性インスリン分泌に重要であること

を本細胞株で示し、正常のβ細胞で微量に発現するグルカゴンの意義について説明を与

える一助となった。 

発がんに至る初期のゲノム変化を理解するためには、ヒトにおける前がん病変や正常

組織を用いたゲノム解析が重要であると考え、卵巣がんの発症母地と考えられている子

宮内膜症および正常子宮内膜におけるゲノム解析に取り組んでいる。特に 2020 年度は

正常子宮内膜のゲノム解析を中心に行った。 

21 歳から 53 歳までの多様な年齢区分に属する女性の正常な子宮内膜から採取した

891本の腺管に対して体細胞変異プロファイリングを行った。各被験者の体細胞変異の

負荷は年齢と高度に有意な正の相関を示した。また、初潮年齢が早い女性は変異負荷が

高くなる傾向が認められた。その結果、体細胞変異の負荷は累積月経周期回数ときわめ

て強く関連することが分かった。これらの結果は、月経周期に応じて組織再生が繰り返

されることによって、子宮内膜上皮細胞に体細胞変異が蓄積されていくことを示唆して

いる。また、解析を実施した正常子宮内膜腺管 891本のうち、半数以上において、KRAS、

PIK3CA、PPP2R1A、FBXW7、PIK3R1、TP53、FGFR2、ARID1A、ARID5B、ARHGAP35 といった、

がん関連遺伝子に体細胞変異が認められた。これら遺伝子に非同義置換を有する細胞ク

ローンは、子宮内膜において選択的に有利であり、正の選択を受けていることが示唆さ

れた。 

がん関連遺伝子変異によって選択的有利性を獲得した細胞クローンは、高い増殖能を

有し、子宮内膜の広範な領域を占有するように進展していくのではないかと考えられる。

そこで、全摘術によって切除した子宮内膜を格子状に区切り、腺管の空間的位置情報を

保持した状態で単一腺管を分離し、ゲノム解析を行った。その結果、空間的に離れた位

置に存在する複数の腺管が同一の体細胞変異を共有している、つまり、同一の細胞クロ

ーンに由来していることが明らかになった。 
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同一の細胞クローンを起源とする複数の腺管が空間的に離れた位置に広がって行く

機序を明らかにするため、子宮内膜組織における上皮細胞の走行について三次元イメー

ジング解析を行った。三次元イメージング解析の結果、子宮内膜基底層付近に網状構造

を呈する上皮細胞が存在すること、また、網目状構造を起点として複数の腺管が内腔に

向かって走行していることが明らかになった。そこで、子宮内膜基底層付近の網目状構

造を共有する腺管をレーザーマイクロダイセクション法で選択的に採取し、体細胞変異

プロファイリングを行い、基底層の網状構造を共有する腺管が体細胞変異を共有してい

ることを明らかにした。このことは、子宮内膜基底層付近の網状構造を起点として体細

胞変異を獲得した細胞クローンが広がっていくことを示唆している。これらの研究によ

って、子宮内膜という空間的広がりを持った組織において、がん関連遺伝子変異が蓄積

し、クローン性に増殖するメカニズムの一端を解明できた。 

 

（２）患者の生活の質の維持・向上に資する治療法の研究事業 

関節リウマチ、肝細胞がん、婦人科がんなどに関して、患者の QOL に資する診断法、

治療法の研究開発を行った。 

関節リウマチ(RA)における心血管病変は無症候性に進行し、症状発現後の予後は極め

て不良であることから、早期診断・治療が重要である。心筋病変の確定診断は心筋生検

であるが、侵襲性の高さから施行は非常に限られるため、我々は非侵襲的な MRIを用い

て RA の心筋障害の頻度やその重症度、疾患活動性や血清学的因子との関連性、治療に

伴う変化などについて検討した。cine MRIを用いた Feature tracking法を用いること

により、より早期の心筋障害を検出することができた。無症候性の RA 患者群で心筋ス

トレインの低下を認め、そのパターンが動脈硬化性の心筋病変と異なる事を報告した。

また RA の活動性が心筋障害の程度と相関し、さらに生物学的製剤による強力な活動性

の抑制がその改善に寄与している可能性が示された。また、人工ニューラルネットワー

クを用いて RA の心筋障害の予測モデルを作成し、一般的な臨床評価項目や血清学的検

査より潜在的な心筋障害患者を特定することができた。機械学習を用いて解析し、心筋

障害の予測ツールを作成することによって、MRIなどの検査を行わずとも、心筋障害患

者の高危険群を層別化できる可能性が示された。今後研究を進める事により、専門施設

でなくとも RA の心筋障害の高 risk 群を予測出来るようになる可能性があり、早期発

見・早期治療ひいては生命予後の改善につながる可能性がある。 

好酸球は主にアレルギー疾患、寄生虫などによって増多する。特に気管支喘息、アト

ピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎を代表とするアレルギー性疾患において増多する。呼

吸器系における好酸球増多を惹起する疾患には前出の気管支喘息、アレルギー性気管支

肺アスペルギルス症、好酸球性肺炎、アレルギー性肉芽腫性血管炎などが挙げられる。

好酸球主体の気道炎症では炎症性サイトカインを産生細胞の活性化により気道上皮細

胞からの誘導型 NO合成酵素（inducible nitric oxide synthase; iNOS）合成を誘導
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し、多量の NO が産生する。呼気一酸化窒素濃度（FeNO：Fractional exhaled nitric 

oxide）は好酸球性炎症のマーカーとしての末梢血好酸球数、喀痰中好酸球数や生検組

織を用い評価した気道炎症の程度と良好な相関を示してしている。FeNO 検査は非侵襲

的で簡便な好酸球性気道炎症を反映する検査であり、気道炎症のバイオマーカーとして

診断、治療の指標として利用されている。 

咳嗽の原因診断の鑑別のため、気道の好酸球性炎症を間接的に反映する FeNO 濃度が

咳嗽診断における有用性の有無を検討することを目的とした。2019年 1月から 2020年

12 月までの呼吸器外来受診者を対象とした。2020 年 3 月以後現在に至るまで新型コロ

ナウイルス感染症蔓延により、非常事態宣言下でもあり、呼気検査は自粛するように学

会の方針が示され中止していた。9 月からは 1 日 1 名に限り呼吸機能検査、呼気 NO 測

定を再開できるようになった。その間、気管支喘息患者 42例、咳喘息患者 52例、慢性

気管支炎患者 15 例、アレルギー性気管支肺アスペルギルス症患者 2 例、慢性好酸球肺

炎 3 例、高好酸球症候群・化学物質過敏症 1 例、特発性好酸球性血管浮腫 1 例の FeNO

を測定した。 

各疾患の初診時 FeNO値は気管支喘息 51.46ppb、咳喘息 32.15ppb、慢性気管支炎 13.47 

ppbであり、慢性閉塞性肺疾患 6.0ppb、アレルギー性気管支肺アスペルギルス症 24.0ppb、

慢性好酸球性肺炎 170ppb、好酸球増多を伴う化学物質過敏症 185ppb、特発性好酸球性

血管浮腫 126ppb であった。気道過敏性を有する気管支喘息、咳喘息患者ではより高値

であった。また、その他呼吸器症状を伴わない化学物質過敏症、特発性好酸球性血管浮

腫において FeNO高値が確認できた。 

特筆すべきは肺野病変を伴わず、腹部膨満感を主訴として受診された高好酸球症候

群・化学物質過敏症患者で胸部 CT にても気道病変は確認されないにも関わらず

FeNO185ppb と高値であった。ステロイド治療により 18ppb まで低下、内服終了後再度

の化学物質吸入による再増悪がみられ、FeNO180ppb と上昇したが経口ステロイド薬再

治療により正常化し、治療との相関が顕著にみられた。化学物質過敏に伴う好酸球増多、

呼気 NO値の増多の症例報告はみられていない。 

今回の呼気 NO 測定では咳喘息は慢性気管支炎に対し有意に高値であった。慢性気管

支炎と咳喘息では治療方針が異なるため早期に診断することが可能であると考えられ

た。また、慢性好酸球性肺炎、好酸球増多を伴う化学物質過敏症、特発性好酸球性血管

浮腫などの疾患においても FeNO高値が確認された。これらの疾患についてと FeNOの相

関についは報告も見られず、今後検討をすすめていきたい。 

食道・胃静脈瘤破裂は進行肝細胞がん症例の死因となる。特に門脈腫瘍栓を伴う症例

では、静脈瘤が増悪しやすい。進行肝細胞がん患者および多発転移性肝がん患者の予防

的静脈瘤治療が、予後の延長、QOLの向上に有用であるかいなかを検証する。肝臓内科

の入院進行肝細胞がん患者を対象に、上部内視鏡検査を行い、破裂のリスクのある静脈

瘤に対して、内視鏡的静脈瘤結紮術を行い、予後を追跡していく。現在症例集積中であ
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るが、予防的内視鏡治療は、進行肝細胞がん症例に度々見られていた静脈瘤破裂による

失血死をある程度防げていると考えられる。肝動注化学療法の症例を中心に、2018 年

よりレンバチニブ、2019年よりラムシルマブが認可され、分子標的薬の選択肢が増え、

がんに対する治療が奏功し、門脈腫瘍栓が退縮すると、静脈瘤も改善する症例がみられ

る。 

進行性胚細胞腫瘍に対する初回導入化学療法は標準的治療が確立している。しかし、

初回導入化学療法により寛解が得られず、不応あるいは再発となった場合の救援化学療

法では標準的治療は確立していない。選択肢は、標準量化学療法（TIP 療法、VeIP療法

等）と大量化学療法に大別される。本邦ではほとんど用いられない再発胚細胞腫瘍に対

する大量化学療法（インデアナ大学式 HD-CE 療法）の位置づけを決定し、効果及び有害

事象を評価することを目的とする。 

第Ⅱ相試験として、インディアナ大学方式のカルボプラチン 700mg/m2 3日間、day-

5, -4, -3（2100mg/m2）+エトポシド 750mg/m2 3 日間、day-5, -4, -3 （2250mg/m2）

のレジメンを採用する。day0 であらかじめ採取した自己の末梢血幹細胞を移植する。

また、本治療を最短 3週間の間隔で 2コース施行する。部分寛解以上の効果が得られた

ら、経口エトポシド 50mg/m2 3週内服 1週休薬による維持療法を 3コース行う。 

進行及び転移性大腸がんに対し、手術や化学療法を用いた集学的治療が、手術単独群

と比較して予後の改善を認める。手術手技に関しても、腹腔鏡補助下手術等の低侵襲手

術、化学療法では新規分子標的薬の導入など、より低侵襲で効果の高い補助化学療法レ

ジメンによる集学的治療が行われている。今回、進行及び転移性大腸がんにおける集学

的治療の意義に関する検討を、手術方法（開腹 v.s 腹腔鏡補助下切除）、化学療法にお

ける分子標的治療薬使用の有無（UFT/LV, TS-1, FOLFOX vs FOLFOX + ベバシズマ

ブ、セツキシマブ、パニツムマブ)及び補助化学療法の投与タイミング（術前、術後）

に分けて比較検討をする。 

消化器外科領域における術後感染性合併症を有する患者は、術前から自己免疫機能の

低下が報告され、周術期における感染に対する防御能力の維持及び賦活化が重要視され

ている。術前における患者の免疫状態を把握することは、過大侵襲を有する手術の適応

可否判断指標として治療適応因子としても無視できない。また、術後感染性合併症を認

めた症例は、がんの進行度に関係なく術後再発率が高いとの報告がある。細胞性免疫を

がん治療前に賦活化することにより、術後感染制御のみならず、術後再発においても抑

制的に働く可能性があり、術後感染及び術後再発の両方向における低減化を目指した術

前細胞性免疫能の簡易客観的な因子の発見及び細胞性免疫抑制状態を改善する治療の

確立を検討する。今年度は、消化器領域手術患者の周術期における 100 検体を越えた血

清サンプルを採取した。来年度にまとめて測定検討する予定である。 

婦人科領域におけるフォトフリンを用いた光線力学療法（P-PDT）は、子宮頸部上皮

内腫瘍（Cervical intraepithelial neoplasia：CIN）の子宮温存療法として、円錐切
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除術よりも妊孕性温存能が高い治療法であると考えられるが、光線過敏症の副作用が強

く、入院期間も長いため、標準治療には至っていない。そこで、血中半減期の短いレザ

フィリンと半導体レーザーを用いた PDT （L-PDT）の安全性と有効性を検討するため、

大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）登録後に Phase Ⅰ/Ⅱの臨床試験として L-PDT

の検討を行った。 

L-PDTの第Ⅰ相臨床試験は、20歳以上の女性（29～42歳, 中央値 39 歳）で高度扁平

上皮内病変 HSIL（CIN2又は CIN3）と診断された 9症例（CIN2：4例、CIN3：5例）を対

象とした。レザフィリンの投与量は既承認適応と同じ 40mg/m2 とし、薬剤投与 4～6 時

間後にレーザー照射を行った。レーザー照射エネルギー密度の推奨用量（RD）を設定す

るため、50、75、100 J/cm2 を低い用量から開始し、最終的に各用量 3例ずつ、合計 9

例施行した。治療効果の評価は治療 3ヶ月後に細胞診及び組織診、コルポスコピーを用

いて判定した。 

レザフィリンを静脈内に 40mg/m2 投与 4～6 時間後に励起光を当てると、子宮頸部病

変に一致して赤い蛍光が観察され、レザフィリンが腫瘍細胞に取り込まれていることが

確認された。フォトフリンでは投与後 48～72 時間後に腫瘍に取り込まれることから、

蓄積速度が約 12 倍で、子宮頸部腫瘍におけるレザフィリンの腫瘍移行性（親和性）の

スピードが実証された。施行した 9例全てで、用量（レーザ照射エネルギー密度）制限

毒性（DLT）は認められず、安全性に問題がないことが確認された。副作用は光線過敏

症を Grade 1で 1例、下腹部痛をグレード 1 で 7例、グレード 2で 2 例に、発熱をグレ

ード 1 で 3 例、グレード 2 で 1 例に、ヘモグロビン減少とアラニンアミノトランスフェ

ラーゼ（ALT）増加をグレード 1で 1例ずつ認めた。最大耐用量（MTD）は、既承認適応

（肺がん/食道がん）と同じ 100 J/cm2を照射エネルギー密度の推奨用量（RD）と判断

した。治療効果については、9 例全例で治療 3 ヶ月後の腫瘍消失が確認され完全寛解

（CR）と判定した。 

第Ⅰ/Ⅱ相臨床試験の結果、主な副作用は、レーザー照射に伴うグレード 1、2の下腹

部痛、およびレーザー照射後のグレード 1、2 の発熱であった。光過敏症は 3/43 症例

（6.9％）のみにみられ、これらはグレード 1 であった。 L-PDT 施行 3 か月後、CIN2、

3 の病変消失は 41/43 症例（95％）、6 か月後の病変消失は 42/43 症例（98％）であり、

治療効果が期待された。これらのデータは、L-PDT が子宮温存療法として CIN、とくに

HSILに対する次世代 PDTに成り得ることを示唆している。多施設共同医師主導治験（臨

床後期Ⅱ相試験）により、レザフィリン PDT の安全性と有効性に関する成果が得られた

後、CIN２、３に対するレザフィリンの承認申請と適応拡大を目指している。 

臨床後期Ⅱ相試験として、2019 年度は、浜松医科大学を主体とする多施設の医師主

導治験が開始され、当院婦人科も本治験に参加している。当院では、2020年３月より、

治験症例の登録が開始され、2019 年度は 1 例、2020 年度は 25 例、2021 年 3 月末まで

に、合計 26 例の症例を登録し、L-PDT を実施している。26 例の全症例において、特に
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重篤な有害事象は認めていないため、2021年度も症例の集積を進める。当院では、2021

年 9月までに、少なくとも 35例の症例蓄積を進める予定である。 

子宮頸部病変のうち軽度異形成、中等度異形成、そして高度異形成の生検材料あるい

は電気メス材料を対象に、様々なタンパク質と反応し抗酸化ストレス機能を持つ DJ-1

タンパク質の発現をヒトパピローマウイルスのサロゲートマーカーである p16 の発現

とともに免疫染色で解析する。DJ-1 の局在や発現強度を臨床病理学的に検討し、レザ

フィリンの取り込みと DJ-1タンパク質との関連について比較検討する。 

DJ-1は軽度異形成、中等度異形成、そして高度異形成の病変内に発現し、形態異常を

示す上皮細胞の核内に局在し、p16の発現と一致する。レザフィリンの取り込みを蛍光

顕微鏡で観察した症例で、核内への取り込みが確認された。全ての症例においてレーザ

ー照射後、異形成を示す細胞は消失し、レザフィリンが選択的に取り込まれることによ

り、レーザー感受性が増して、速やかにアポトーシスへと誘導されたことが推察された。

先行する類似研究で、異形成病変を構成する細胞は、DJ-1発現が亢進し、腫瘍の進展に

関与することが示唆されている。DJ-1 発現亢進とレザフィリンの選択的な核内取り込

み、アポトーシスへの誘導の関連が示唆された。 

内診に対する抵抗感で婦人科検診受診率は決して良くないことから、血液試料を用い

た子宮がんの診断は、その早期発見のみならず、予後の向上にもつながる。外来ですで

に子宮頸がん、子宮体がんあるいは子宮筋腫等良性腫瘍と診断され、当院にて治療予定

の患者血清サンプルから微量の miRNAを抽出し、子宮がん患者に特異的に高いあるいは

低い miRNAの型を同定する。良性疾患（子宮筋腫）症例 6例（A群）、子宮頸部前がん病

変 6例（B群）、子宮頸がん 21例（C群）、子宮体がん 33例（D群）の合計 66症例の術

前血清から RNA を抽出し、東レの DNA チップ３D-Gene を用いて、2632 種類の miRNA に

対する発現解析を行った。良性疾患群（A 群）、子宮頸部前がん病変群（B 群）、子宮頸

がん群（C 群）の 3 群間で比較解析した結果、A 群と比較し B 群で発現が増加していた

miRNAは 25種あり、発現が減少していた miRNAは 13種類認められ、子宮頸がんのがん

化と関連している miRNAである可能性がある。B群と比較し C群で発現が増加していた

miRNAは 10種あり、発現が減少していた miRNAは 9種類認められ、子宮頸がんの浸潤、

進展と関連している miRNAである可能性がある。また、A群と比較し C群で発現が増加

していた miRNA は 18 種あり、発現が減少していた miRNA は 6 種類認められ、子宮頸が

んのがん化・進展と関連している miRNAである可能性がある。次に、良性疾患群（A群）、

子宮体がん（D 群）の 2 群間で比較解析を行った。A 群と比較し D 群で発現が増加して

いた miRNA は７種あり、発現が減少していた miRNA は 11 種類認められ、子宮体がんの

がん化・進展と関連している miRNAである可能性がある。今後、既存の遺伝子情報と合

わせて、絞り込んだ miRNA に対して RT-PCR 解析等を行い、子宮頸がん、子宮体がんの

早期診断法、ならびに悪性度診断法（予後予測、薬剤感受性等）の開発を進める予定で

ある。 
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子宮がん新規腫瘍マーカーとしての血中循環腫瘍 DNA を用いた非侵襲的診断法の開

発を目的に、子宮頸がん、体がん患者の原発巣の手術検体から DNA を抽出し、次世代シ

ーケンサーでホールゲノムシーケンス（遺伝子パネル解析）を行う。このデータから、

個人の患者のがん細胞に特異的な染色体の異常を特定する。特定された染色体異常をタ

ーゲットとして、術後の採血検体の血中循環 DNAに対し Digital PCR を行い、この結

果から血中循環腫瘍 DNA 量を推定する。術後の血中循環腫瘍 DNA 量の推移と臨床的再

発との関係を比較検討し、個人の患者の腫瘍に特異的な染色体の異常を腫瘍マーカーと

して使用できるかを検討する。ステージⅠ・Ⅱの子宮頸がん、ステージⅠ・Ⅱ・Ⅲの子

宮体がんで根治手術が行われた症例に着目し、体内遺残腫瘍細胞の有無の検討を行う。

現在までに２０例の子宮がん原発巣の遺伝子パネル解析を実施した。 

乳腺外科では、診断精度の向上を目的として、乳房検診超音波により検出し得た早期

乳癌における画像上の経時的変化や病理学的特徴について検討している。2019 年 1 月

から 2021 年 12 月までに当院で乳癌と診断された症例のうち、当院検診 US において半

年～1 年毎にフォローされていた症例の腫瘤サイズ、D/W 比、形状、境界、辺縁や内部

エコーの性状、Elasticity score の経時的変化をレトロスペクティブに検討し、病理

組織学的特徴との比較を行う。また、症例ごとの自覚症状の有無、HBOC を考慮した家族

歴や乳癌既往歴なども見直す。2022 年以降も診断がついた症例について同様に検討し

母数を増やしデータ化する。 

整形外科では、外部研究機関との共同研究として、「本邦における外反母趾の頻度に

関する全国規模の横断研究」を行っている。外反母趾変形は最も多い足部疾患であるが、

本邦における頻度は明らかになっていない。また、外反母趾に関連する因子や痛み、QOL

に与える影響も不明である。本研究は一般住民を対象とした質問紙調査である。目的は、

本邦における１）外反母趾の年齢別頻度 ２）外反母趾と研究対象者背景との関連３）

外反母趾と痛み、足部関連 QOL との関連を全国規模の調査で明らかにすることである。

外反母趾を評価するために、足の写真をデジタルカメラで撮影する。また、質問票によ

る 10 分程度のアンケートを行う（性、年齢の他、ハイヒール着用歴、足の痛み、生活

の質などに関する質問）。これらのデータをもとに解析を行い、外反母趾の年齢別頻度、

外反母趾と研究対象者背景との関連、外反母趾と痛み・足部関連 QOL との関連を全国規

模の調査で明らかにする。 

病理診断科では、検査科の協力のもとに YOKOGUSHI 企画を軸に国際的な研究体制に参

加した。2020 年度はインスリン由来アミロイドーシスの病態と発症メカニズムおよび

構造と毒性の研究成果を 3つの英語論文としてまとめ、世界に発信した。 

細胞毒性と構造及びメカニズムの研究  

糖尿病治療に用いられるペプチドホルモンの１種であるインスリンはアミロイド凝

集を形成することが知られる。アミロイド凝集はアルツハイマー病など、様々な病気の

原因になると考えられる。これまでに共同研究グループは糖尿病治療患者のインスリン
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製剤注射部位にインスリン製剤由来の皮下腫瘍(インスリンボール)が形成されること

を見出した。インスリンボールにはアミロイド凝集が含まれることが分かったが、その

凝集構造の詳細は不明であった。 アミロイド凝集の形成は、一般的に蛍光プローブ 

Thioflavin T (ThT)によって評価されるが、アミロイド構造には多様性が有り、ThT で

は評価できない例もあった。そこで、本研究では、9 種類のインスリン製剤を 60℃で 

加熱し、ThT と異なるアミロイド結合性を示す新規蛍光プローブ LCO(Luminescent 

Conjugated Oligothiophene) 等を用いて、インスリンアミロイド凝集の評価を行った。

構造と細胞毒性が異なる２種類のアミロイド凝集の形成が示唆された。また、インスリ

ンボール内でも、２種類のアミロイド凝集が不均一に分布することが観察された。本研

究により、インスリンボールが身体に与える影響についても明らかになることが期待さ

れる。 

インスリンボールの周囲の皮下脂肪組織が壊死に陥った症例を昨年に報告し、糖尿病

治療過程での皮膚合併症として注目される。臨床データを詳細に検討したところ、毒性

インスリンボールを持った患者は共通してミノサイクリン抗生物質の投与歴があった。

これまでに我々はインスリンボールの毒性発現とミノサイクリンとの関係の可能性を

見出してきた。しかしながら、インスリン製剤のアミロイド凝集に対するミノサイクリ

ンの直接的な影響は不明であった。本研究では、ミノサイクリンと反応させたヒトイン

スリンおよびインスリン製剤のアミロイド凝集に関して、構造・細胞毒性の評価を行っ

たところ、ミノサイクリンによってインスリンアミロイド凝集は分解され、一時的に高

毒性分解物が生じる事が示唆された。本研究により、体内に存在するインスリンボール

の毒性発現メカニズムについて明らかになることが期待される。 

インスリン治療中の 2型糖尿病患者さん 2 症例を報告した。症例は、インスリン治療

抵抗性で血糖値は不安定であった。インスリンボールの形成が疑われたが、触診では注

射部位の変化はなかった。同部位に MRI検査を行うと、アミロイド―シス（インスリン

ボール）が描出された。その場所を避けて注射すると、血糖値が改善し、インスリン製

剤の投与量も半減した。今まで、インスリンボールは稀な皮膚病変と捉えられてきたが、

腫瘤を形成しないインスリンボールの存在は、インスリン抵抗性の原因として稀ではな

いことが示唆された。 

 

（研究成果発表） 

（当財団研究実施施設所属の研究者を下線で示した。） 
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10. 原野 尚美、坂本 優、堀川 真吾、小池 勇輝、鈴木 佳世、馬屋原 健司、田中 忠
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11. 原野尚美、坂本 優、小池勇輝、齋藤良介、黒田高史、嘉屋隆介、岩屋啓一、馬屋原

健司、田中忠夫 分葉状頸管腺過形成(LEGH)/子宮頸部最小偏倚腺癌(MDA)が疑われ

腹腔鏡下準広汎子宮全摘出術を施行した 1 例、東京産科婦人科学会雑誌 68 巻２号

Page 312-317(2019) 

12. 小池勇輝、坂本 優、原野尚美、馬屋原健司、田中忠夫 原発性腟癌Ⅱ期に対して

根治術施行後、術後尿失禁に苦慮した 1 例、東京産科婦人科学会雑誌、68 巻 2 号

Page249-253(2019) 

 

学会発表 

（国内学会） 

1. 宮崎允、宮本真吾、柳原五吉、深見希代子、山口英樹：マルチカラー蛍光イメージ

ングを用いたスキルス胃癌腹膜播種機構の解析．第 79 回 日本癌学会学術総会

（2020年 広島＆Web開催） 

2. Nagano Y, Suehiro Y, Ando S, Koga R, Ganbaatar U, Katagiri K, Kannagi M, 

and Hasegawa A：Analysis of PD-1 expression on the Tax-specific CTL in ATL 
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patients treated with Tax-targeted dendritic cell therapy．第 79回 日本癌

学会学術総会（2020年 広島＆Web開催） 

3. 宮崎允、中坊彩花、宮本真吾、柳原五吉、深見希代子、山口英樹：マルチカラー蛍

光イメージングによるスキルス胃癌腹膜播種機構の解析．第 93回 日本生化学会大

会（2020年 Web開催） 

4. 結城雅子、深見希代子、山口英樹：がん細胞による浸潤突起形成を指標としたハイ

スループットスクリーニング系の確立と阻害剤の探索．第 93回 日本生化学会大会

（2020年 Web開催） 

5. Nagano Y, Zhang J, Hasegawa A, Katagiri K, Kondo N, Masuda T, and Kannagi 

M：Roles of IRF4 in the regulation of cell growth signaling in HTLV-1-

infected cells．第 93回 日本生化学会大会（2020年 Web開催） 

6. 宮崎允、中坊彩花、宮本真吾、柳原五吉、深見希代子、山口英樹：マルチカラー蛍

光イメージングによるスキルス胃癌腹膜播種巣の形成機構の解析．第 29回 日本が

ん転移学会学術集会・総会（2020年 誌上発表） 

 

（３）がんその他の疾患に関する予防医学的研究事業 

研究課題Ⅰ 新型コロナウイルス感染症蔓延に伴う感染予防行動の変容―既感染者が

人口比率に対して少数と考えられる状況において 

 新型コロナウイルス（SARDS-CoV-2）は、中国での最初の患者発見からわずか 2 か月

程度の間に世界中で多数の感染者と死亡者が報告されており、公衆衛生上の重要な問題

になっている。2020年 6月の厚生労働省の発表では、抗体保有者は未だ少数である。新

型コロナウイルス感染症（COVID-19）蔓延期における予防行動の変化を調査し、SARDS-

CoV-2抗体検査を行い、地域における感染状況と行動変容の関連性を考察することは有

意義と考えられる。SARDS-CoV-2抗体検査の結果は、陰性が多数であると予想される状

況下で、平塚地域には 2021 年 1 月に 2 度目の緊急事態宣言が発出されたが、予防行動

の変化は一度目と比べ新しい生活様式への行動は不十分との印象が強い。今研究では、

研究期間内での SARDS-CoV-2 抗体検査で陽性または陰性と判定された受診者の予防行

動の変化を社会の変化と照らし合わせて考察する。 

研究課題Ⅱ 聴力障がい者への健診に適した言語媒体の有用性 

本邦における聴覚障がい者は約 34万人いると言われている。これら障がい者のうち、

社会活動に積極的な集団を対象にしたアンケートでは、約 20％の割合で健康診断を受

診したことがないという報告がある。当センターは、ワンフロアでの健康診断が実施可

能なため、身体に障がいを持つ受診者が当センターを希望するケースが多い。しかし、

聴覚障がい者の受診にあっては、スタッフとの円滑なコミュニケーションが取れずに検

査時間が長くなる、また検査方法の説明が伝わらず受診者が不便に思うといったことが

ある。2020 年度の研究として、聴覚に障がいを持つ受診者とそれに応対するスタッフ
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にアンケート調査を行った。その調査により対象者が希望する言語媒体及びサポート方

法を把握し、また、対象者の希望とスタッフの取り組みや意識とに隔たりがないかを検

討した。結果としては、対象者が希望する言語媒体として筆談を最も希望し、視覚的に

分かりやすい説明を必要としていた。スタッフが工夫していた点は、各科でばらつきが

あった。今後タブレット端末を導入する予定であり、スタッフ間で情報を共有し、全て

の受診者にとってのバリアフリーな健診センターを目指していく。 

 

（研究成果発表） 

学会誌発表論文 

（英文） 

Rika Nakano, Akira Sato, Yumiko Oomori, Hitomi Suzuki, Kaori Kabata, Sho 

Matubara :Gastric Mucosal Changes Evaluated by Double-contrast Upper 

Gastrointestinal Radiography after Helicobacter pylori Eradication.  Ningen Dock 

International 2021；8:17-21 

学会発表 

加畑 香、中野理果、鈴木びとみ、大森由美子、小堀悦孝；当センターにおける聴覚

障がい者への対応の取り組み、第 61回日本人間ドック学会学術大会、2020年 11月 

 

（４）臨床研究者の育成を図る事業 

 臨床研究者の育成に関しては、臨床現場の若手研究者との共同研究による実験活動を

通して、そのリサーチマインドの育成を行った。医療現場に戻り患者に向き合った時に、

新たな視点が加わることが重要と考える。附属研究所では、大学院学生等を共同研究員

として受け入れ、実験を伴う研究に従事し、医学研究の推進に貢献してもらった。また、

各種疾患の病因、病態の理解、診断、治療等に関する分子レベルでの最新情報に関する

リサーチセミナー等で臨床研究者のリサーチマインドの育成を図った。 

 

Ⅲ.附属杏雲堂病院 

 

事業概況 

（１）職員 

期末時点の常勤職員数は、総人数 308 名である。内訳は、医師 34 名、看護要員 155

名（看護師 147 名、准看護師 1 名、看護補助者 7 名）、薬剤師 10 名、診療放射線技師

8 名、臨床検査技師 14 名、理学療法士 11 名、作業療法士 6 名、言語聴覚士 1 名、臨床

工学技士 1 名、管理栄養士 8 名、栄養士 2 名、事務職、技能職等職員 55 名であり、さ

らに非常勤職員、派遣職員、委託職員等が各業務に従事している。 
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（２）概況 

杏雲堂病院は公益財団法人佐々木研究所の附属病院であり、急性期・回復期・緩和ケ

アの 3 つ機能を持つケアミックス型病院として運営している。財団には附属研究所が併

設されている。病院はこのような組織上の利点も活用して、各診療科では病理部門や婦

人科をはじめとして臨床研究にも力を入れた。 

上記のような状況下で附属杏雲堂病院では、今年度も引き続き「神田駿河台で 138 年、

地域とともに杏雲堂」と「このがんなら杏雲堂病院」をキャッチフレーズのもと病院運

営に取組んだ。 

日本大学病院・東京医科歯科大学病院・東京大学病院・東京医科大学病院・東京慈恵

会医科大学病院と連携協力し入院調整を行った。 

新型コロナ感染症の蔓延により、病棟稼働率ならびに外来患者数は大幅に減少したが、

年度末には回復傾向が認められた。 

 

１）医療の質 

 玄関前に臨時診療室を設置し、発熱外来を開設することによって、東京都の要請にこ

たえるとともに地域におけるコロナ感染対策に貢献した。院内感染対策の徹底と共に研

究所内に PCR 検査室を開設し、迅速多検体の測定を可能とすることにより、入院患者

や濃厚接触者の早期診断が可能となり、院内クラスターの発生を防止できた。 

年末年始に千代田区保健所及び地域医師会の要請によりNear法による検査体制を構

築し実施した。 

 

２）医療サービス 

地域連携、病院広報活動で必要な、「広報誌杏雲堂」の定期発行、ホームページの随

時改定などを行い、地域医療機関や地域住民に対して最新の病院の診療体制を提供する

ことで、医療サービスの向上を図った。コロナ禍でありましたが、あんずカフェを Web

によって開催した。 

業務の効率化を図ることや職員及び患者さんの満足度向上を目的に、業務改善に資す

るアイデアを募るために業務改善提案制度を年 2 回実施し、優れた提案を表彰した。 

予約受付及び外部からの問い合わせにスムーズに応えられるようコールセンターを設

置した。 

国際部を設置し、外国人の受入強化を図った。 

 

３）人材育成 

コロナ禍の緊急事態宣言等で幾分学校が減少したが、新たに東京慈恵会医科大学と診

療参加型臨床実習を婦人科領域で開始した。人材育成・各種教育として日本大学医学部

から選択臨床実習学生を受入れ、内科臨床実地施設として、外来診療等教育指導を行っ
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た。また、医療系従事者養成機関の学生への実習指導として、共立女子大学、文京学院

大学、社会医学技術学院、昭和女子大学、東京家政学院大学の実習の場を提供し教育指

導を行った。 

BSC を取り入れた目標管理の継続、併せて人事制度改革として評価制度の導入を上

半期・下半期と行った。評価制度導入の大きな目的は、「組織目的の実現」、「人材育成」、

「公正な処遇」である。これらの目的を念頭に、個人の成長を基盤とした組織ビジョン

の達成に向けて、今後も引き続き活動を進めていく。 

 

４）財務 

新型コロナ感染症蔓延の影響を大きく受け、入院患者数・外来患者数・病床稼動率が

減少し、この状況から 2020 年度の収益は 3,914 百万円、費用は 4,370 百万円、税引前

損益は△456 百万円、予算比 146 百万円減となり、前年に引き続き、大幅な赤字運営と

なった。 

 

Ⅳ. 附属湘南健診センター 

 

１．事業概況 

（１）職員 

期末時点の常勤職員数は 18 名、非常勤職員等 65 名が各業務に従事している。 

（２）概況 

 2020 年度の主な健診項目の受診者総数は、12,180 名（2019 年度：15,746 名）とな

り受診者数が減少した。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、健診業務の休業（4

月 15 日～5 月末日）による稼働日数の縮小および、1 日の受診者総数の制限によるも

のであった。業務再開後は、休業前から実施されていた感染防止対策を受診者やスタッ

フに対して更に徹底を図ることによって、継続して業務を遂行する事ができた。 

 

２．事業計画の達成状況 

（１）収益の向上について 

1 日当りの平均受診者数は、前年度 55.6 名に対し 48.1 名と減少となった。新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止対策としての、1 日の受診者総数制限（90％以下）および休

業期間によるものである。受診者数の減少による収益改善の対策として人間ドック受診

者数の比率を高めた結果、受診者単価を 3％向上させることができた。さらに、午後の

時間帯を有効活用するため、婦人科検診受付を Web の積極的な活用をすることによっ

て、Web 申込実績が年間 145 件となった。コロナ禍における婦人科検診の受診が消極

的とされていたが、申し込みの利便性を図ることで受診機会を増やすことができ、収益

の向上に対しても貢献した。 
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オプション検査については、当日追加を開始して 2 年目となった。新たにマンモグラ

フィー、骨密度、コロナ抗体検査を項目追加し、年間合計 436 項目の追加をいただく結

果となった。コロナ抗体検査については、個人や団体からの申込みをいただき、研究の

テーマとすることができた。 

（２）質の向上について 

4 月より総合健診（人間ドック）受診者に対して、面接実施率 100％を目指し面接医

師 2 診体制で開始した。平均実施率は 97％と高い結果となり、人間ドック受診者への

健診精度および、満足度の向上となって総合健診後の保健指導、フォローアップ体制を

高めることができた。2020 年度日本総合健診医学会臨床検査精度管理調査の結果は、

総合評価で「良好」とされ、引き続き高精度を評価された。 

（３）設備、医療機器について 

 超音波検査において、画像参照用端末の設置を行った。既設の画像ファイリングシス

テムを活用することができ、ペーパーレス化による経費削減および保管スペース縮小、

過去画像参照が容易となり、検査精度向上につなげられた。 

（４）研究活動について 

2020 年度は第 61 回人間ドック学術大会（11 月 26 日、27 日オンライン開催）にお

いて、研究チーム（リーダー：中野係長）の加畑研究担当が「当センターにおける聴覚

障がい者への対応の取組み」発表を行い、人間ドック学会から論文投稿の依頼を受けた。 

 

３．対処すべき事項 

（１）新型コロナウィルス感染症拡大防止対策と、センター施設内のキャパシティ不

足に対して、受診コースの比率の検討を行ない、受診者予約総数を可能な限り拡大し、

収益の向上と待合環境改善・安全の確保との両立に取組む。また、婦人科オプションコ

ースを実施し、午後の時間を有効活用する。 

（２）総合健診（人間ドック）受診者へのサービス向上を目的として、健康相談外来（仮称）

を健診コースとして実施を進める。運動実施が病気の予防・改善および健康保持・増進に有

効な受診者には、株式会社神奈中スポーツデザイン（ビルオーナーのスポーツ事業）と連携

パスを用いて運動実施の機会を提供する。引き続きスポーツジムでの最適な運動指導と、健

診センターとしての効果測定、フォローアップを行う PDCA サイクルにより、受診者への

生活習慣の改善（運動の習慣化）に取り組み、総合健診の精度向上を目指す。 

（３）研究活動については、健診業務に沿った新たな研究テーマに取り組み、学術大会

での発表を継続的に行う。また、研究活動の結果（成果）を地域の方々へフィードバッ

クし、地域への貢献を目指す。 

（４）人事評価制度を適切に運用するため、評価シートの完成度を高める。各科におけ

る BSC（バランススコアカード）を基に、目標設定・達成管理・フィードバックによっ

て人材を育成し、職場の活性化を図る。 
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Ⅴ．収益事業 

 

（１）担当部門 

  財団アセット事業部が担当 2 名体制 

（２）事業計画達成状況 

2020 年度の収益は 1,314 百万円と予算比 79 百万円の増収、税引前損益は 906 百万円

と予算比 100 百万円の増益となった。 

2020 年度の杏雲ビルは、稼働率 100％でスタートし、年度を通じて 100％を維持した。

新型コロナ感染症拡大の影響で東京都心部の空室率が増加し（20/4 月 1.6％が 21/3 月

5.4％に増加）、あるいは賃料単価が下がる中で、杏雲ビルに関しては、期中において、退

去/面積縮小/値引きの状況には至らなかった。 

また、契約更新の早期化等による単価改善/維持に努め、20/4 時点の平均坪単価を 100 と

すると 21/3 時点では 101.5 と改善することが出来た。 

しかしながら、21 年度は大口テナントの退去が見込まれるため、空室期間の最短化に

よる収入確保を図るため、テナント誘致活動を早期に開始している。 

また、設備投資に関しては、築年数 30 年のビル経年劣化対策としてインフラ整備を計

画的に進めると同時に、経費削減のための共有部の照明 LED 化、テナント利便性を考え

た東側出入口の自動ドア化、御茶ノ水駅側である北側のサイン新設等を行った。尚、杏雲

ビルにて実施済みの経費削減諸施策に関しては、病院／研究所との双方向の情報交換に

努めている。 

 

Ⅵ．処務の状況 

 

１．評議員会・理事会に関する事項 

（１）2020 年 6 月 3 日 第 1 回定例理事会開催 

 ① 決議事項 

  ・2019 年度事業報告書・計算書類の承認、役員人事案の承認、定時評議員会招集

の承認、臨時理事会招集の承認 

  ② 報告事項 

  ・業務執行状況他 

（２）2020 年 6 月 18 日 定時評議員会開催 

 ① 決議事項 

・2019 年度事業報告書・計算書類の承認、役員人事の承認 

  ② 報告事項 

  ・新型コロナウイルス感染対策他  

（３）2020 年 6 月 18 日 臨時理事会 
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  ① 決議事項 

  ・代表理事（理事長）選任、理事の職務権限規程の改定、常務理事の選任および担

当業務、組織変更・人事の件他 

（４）2020 年 9 月 17 日 第 2 回定例理事会開催 

 ① 決議事項 

・会計監査人に対する監査報酬の承認、附属杏雲堂病院における病棟一部再編計画 

  ② 報告事項 

  ・業務執行状況他 

（５）2020 年 12 月 10 日 第 3 回定例理事会開催 

 ① 決議事項 

 ・人事案件（附属研究所副所長選任）の承認 

  ② 報告事項 

  ・業務執行状況他 

（６）2021 年 3 月 4 日 第 4 回定例理事会開催 

 ① 決議事項 

 ・2021 年度事業計画書・収支予算の承認、2021 年度資金調達及び設備投資の見込

みの承認、役員人事案の承認、評議員会招集の承認、役員報酬の承認 

 ② 報告事項 

  ・業務執行状況 

（７）2021 年 3 月 18 日 評議員会開催 

 ① 決議事項 

 ・2021 年度事業計画書・収支予算の承認、2021 年度資金調達及び設備投資の見込

みの承認、役員人事の承認 

② 報告事項 

  ・無し 

２．各種届出に関する事項 

（１）変更の届出 

2020 年 4 月 15 日に、役員等の名簿等を内閣府に対して電子申請により届けた。 

2020 年 8 月 3 日に、役員等の名簿等を内閣府に対して電子申請により届けた。 

2020 年 9 月 14 日に、役員等の名簿等を内閣府に対して電子申請により届けた。 

（２）事業報告等の届出 

2020 年 6 月 29 日に、2019 年度の事業報告書等を内閣府に対し電子申請により

提出した。 

（３）事業計画等の届出 

2021 年 3 月 30 日付けで、2021 年度の事業計画書等を内閣府に対し電子申請に

より提出した。 
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2020 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第 34 条第 3 項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので

附属明細書を作成していない。 


